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研究成果の概要（和文）： 

21世紀の社会的課題解決に関する地理学の学術的研究を地理教育の内容に活かすことが本研
究の目的である。「空間的思考力」「地域づくり力」で表わされる地理的考え方と分析能力は、
社会的課題を解決する能力であり、そのため地理教育が必要とされている。地理的考え方と分
析能力について米国の先進事例の分析を行った。しかし、地理を学ぶ高校生が減少しているた
め、高校地理教育の実態をアンケート調査し、地理教育現場における地理教員の減少を分析し
た。また、GISを利用した新しい地理教育のカリキュラムを検討した。 

 

研究成果の概要（英文）： 

 It is a purpose of our study to make the best use of results of an academic geography researches 

concerning with the social task solutions of the 21st century on geography education.  The abilities 

of geographical thinking and analysis based on “spatial thinking ability” and “Regional participation 

ability” were needed for the social task solution in the context of the geography education. An 

advanced case with the United States was analyzed about a geographic idea. 

However, because the number of high school students who learn the geography have decreased, 

the actual condition of the high school geography education was questioning investigated, and the 

realities of a decrease of the number of geography teachers were analyzed. The curriculum of a new 

geography education using GIS was developed. 
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１．研究開始当初の背景 
 研究が開始された 2007 年は、団塊世代の
教員の大量退職があり、特に高等学校におい
て地理が必修時代に採用された地理系教員
の退職による教員数の激減（地理教育におけ
る 2007 年問題）が社会的問題になっていた。
世界史のみ必修という教育環境の中で、学校
教育における地理履修者が減少し、それゆえ
地理を専門とする教員数が減少するという
悪循環が生じていたのである。地理的知識や
地理的技能を専門的に指導できる教員の急
激な減少が、地理教育における教育環境をよ
り悪化させると懸念されていた。 
大学においては、教養部の再編や国立大学

の独立行政法人化にともない地理学科の改
組など地理系教員の採用数が激減し、大学の
教育研究現場でも地理学が弱体化しつつあ
った。また、文部科学省の調査によると、地
形図の読図や地域調査の学習経験のない小･
中学校の教師は、生徒に自然・人文的視点か
ら総合的に地域性を理解させ、地域調査の面
白さを指導することは難しく、小・中学校に
おいて地理嫌いの生徒が増加させる要因に
なっているのではないかと推測されていた。
2007 年当初は、高等学校や大学において更な
る地理離れが進行していたのである。 
しかし、一方で、2007 年、地理空間情報活

用推進基本法が国会で制定された。地理空間
としての地域の考え方や地理空間情報を活
用する能力（地図力や GIS による地理情報処
理能力、地域調査の能力、地域性の理解と地
域課題の解決力、地域社会への参画と協働能
力)をベースにした地域づくり力育成の必要
性が社会的ニーズとして高まっていた。地方
分権化政策により地域行政の重要性が増し、
地域住民が参画した地域づくりが必要とさ
れていたのである。また、少子高齢化社会に
おける国土・地域計画において、住民による
土地条件を考慮した居住地選択能力の育成
は、社会資本投資の縮小という国家的土木行
政においても重要課題になってきた。特に防
災面においては、地域が抱える災害リスクを
自然的（活断層の位置や土地条件、気候条件
など）、人文的（高齢化現象や災害弱者問題）
に理解し、ハザードマップなどを有効に活用
して地域リスクを理解した防災への自助努
力が求められていたのである。  
2007 年当時、地理的な見方・考え方や地理

的技能の育成に関する社会的ニーズは増加
しつつあったが、教育現場では、むしろ地理
教育が衰退するという逆の現象が生じてい
たのである。 
このような教育と社会情勢とのギャップ

の中で、地理教育振興のためには、社会的ニ
ーズに応えるためにも地理学の研究成果を
地理教育に反映させることが必要であった。
例えば、コンサルタントの立場から「都市、

地域政策にかかわる地理学の人材育成」（鈴
木奉到 e-JournalGEO,vol１(2),2006）では、地
域問題の本質を構造化できるデザイン能力、
GIS を利用した解析力やプレゼンテーション
力、合意形成のためのコミュニケーション能
力育成の重要性を指摘していたし、学習指導
要領でも、その目標を「生きる力」を培うこ
とと定め、それには「学び方を学ぶ」ことが
重要であるとしていたのである。小中高校の
地理では、「地理的技能（ジオグラフィカル・
スキル）」の育成が強調され、米国のナショ
ナル・スタンダード（1994），英国のナショ
ナル・カリキュラム（2000 年版）でも「ジオ
グラフィカル・スキル」の育成は、主要な柱
とされてきた。 
 2004 年の地理科学シンポジュウムにおい
て中村和郎は、地理的技能について①発問の
技能、②情報収集の技能、③分析の技能、④
問題解決に応用する技能、⑤情報発信の技能
に分類し、地理的な発間の技能とは、どんな
場合にも「どこ」（ location）と「どんな とこ
ろ」（place）に加えて、「なぜ」という疑問を
もつ習慣をつけることであるとしている。地
理学における locationやPlaceは地域概念に集
約されるが、生きる力を地域概念と結びつけ
たところに「地域で生きる力」と社会とのか
かわりを重視するならば地理的考え方や地
理的技能を「地域づくり力」という視点から
地理教育を研究することは、重要であった。
当時の地理教育シンポジュウムでも生きる
力と地理的知識・技能の関係が議論になりつ
つあり、本研究の土壌は醸成されていたので
ある。 
 
２．研究の目的 
本研究の特徴は、21 世紀の人材育成への要

件を学習指導要領の「生きる力」というよう
な漠然とした表現ではなく、社会的課題を地
域問題として理解し、社会的参画が可能な生
き抜く力を地理的な「生きる力」つまり「地
域づくり力｣と位置づけ、地理教育に新たな
視点と方向性を与える点にある。現代の地域
問題と考えられる社会的課題を少子高齢化、
地理空間情報活用、安心・安全社会づくり、
循環共生、地域自立・地域経済活性、多文化
共生、歴史文化景観保全の７つに分類し、こ
れらの社会的課題を地理学者として研究し
ている研究分担者を中心にその研究成果を
地理教育と連携させることであり、そのため
の基礎的研究をすることである。 

 
３．研究の方法 
21 世紀の社会的課題解決に必要とされる

「地域づくり力」についての海外比較研究の
成果をベースに４つの活動を中核にした研
究体制を組んだ。 
(1)21 世紀の社会的課題解決に必要とさ「空



 

 

間的思考力」に関する学術的研究 
(2)GIS を利用した地域情報収集能力、地域調
査能力、地図表現力、地域分析力に関する地
理的技能育成のための GIS センターを利用し
た地理教育環境創出の実践 
(3)社会科地理教育において「地域づくり力」
育成のための教育体制づくりの研究 
(4)「地域づくり力」を中心にした地理教育
普及のための研修会、シンポジュウムの実践
と提言活動 

 
４．研究成果 
(1)地理教育に関する①地理的考え方と空間
的思考力、②地域力と地域政策、③GIS を利
用した人材育成に関する３つのテーマに関
する３種類のシンポジュウムを実施した。特
に①に関しては、米国の著名な地理学者ベト
ナーズ博士を招聘し、東京と奈良でシンポジ
ュウム「地理空間情報活用社会における空間
的思考力の育成と人材育成―米国地理教育
の実践と日本における課題―」を実施したが、
延べ 300 人の参加があった。空間的思考力と
地理的考え方に関して日米の比較から今後
の日本における地理教育の方向性に有意義
なアドバイスを得た。②に関しては、東京で
シンポジュウム「人口減少社会を地域の文脈
で考える―地域イノベーションの可能性―」
を行い 150 人の参加があった。③に関しては、
10 月に奈良大学で地理空間情報活用推進基
本法と電子国土Ｗｅｂシステム人材研修に関
するパネルシンポジュウムを行い、GIS 教育
と地理教育との連携のあり方についても研
究した。 
(2)社会的に地理教育へのニーズが高まって
いるにもかかわらず、高校の地理教育では、
地理が必修でないため、履修学生数が減少し、
地理教育現場が変化していた。その実態を把
握するため、地理教育に関するアンケート用
紙を全国 2,000 校に配布し調査を実施した。
その結果、地理を専門とする教員の激減が明
らかになり、歴史系教員の 1/3 にまた、20 代
から 30 代の若手教員が少なく、地理が必修
時代に採用された地理系教員の高齢化の実
態が明らかになった。 
(3)2008年度に実施したアンケートをもと
に高校における地理教育の実態分析から改
善策を検討した。そのため、小中高の一貫
したカリキュラム内容を検討し、特に、社
会科（地理的分野）、地歴科教育において
「空間的思考力」｢地域づくり力｣育成のた
めの教育体制づくりと高校地歴科教育にお
ける「地理基礎」科目などの内容を検討し
た。また、地方公立大学の地域貢献の在り
方を研究し、地理学の社会的存在意義を高
めるために「地域調査士制度」の確立を支
援した。地理教員が減少する中でも地理教
育の重要性が高まっているため、現代的課

題の解決に必要な地理的考え方やGIS技法
を習得させるためのカリキュラム試案を研
究した。 
地域の地誌学習などを支援するため、GIS

センターを利用した地理教育用コンテンツ
サービスの環境整備と地域情報データベー
スの作成を行った。また、地域の地誌学習の
あり方について、地誌学習の本質・教育的意
義、動態地誌的学習のあり方などについて理
論的に検討を加えるとともに、日本地誌学習、
世界地誌学習の具体的な実践プランを提案
した。 
空間的思考力を育成するため、初等・中等

教育での地球儀の活用方法を検討し、簡易に
地球儀を作製する方法を IT 技術を利用して
開発した 。 
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